大阪府条例第七十号

大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

第一条　大阪府特定非営利活動促進法施行条例（平成十年大阪府条例第四十三号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	（趣旨）

第一条　この条例は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第十条第一項（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）、第十四条の七第三項、第二十八条第一項、第二十九条第一項及び第二項並びに第四十四条第三項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請の手続、電磁的方法による表決、事業報告書の作成、事業報告書等の提出及び閲覧並びに合併の認証の申請の手続に関し必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項を定めるものとする。

（事業報告書等の提出）

第六条　（略）

２　法第二十九条第二項の規定による閲覧の用に供するため、設立又は合併の認証を受けた特定非営利活動法人は、法第十条第一項第一号（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）に掲げる定款、法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の登記事項証明書の写し及び法第十四条の財産目録又は法第三十五条第一項の財産目録を、法第十三条第二項の規定により届出書を提出する際、併せて知事に提出しなければならない。


	（趣旨）

第一条　この条例は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第十条第一項（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）、第十四条の七第三項、第二十八条第一項、第二十九条第一項及び第二項並びに第四十四条第三項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請の手続、電磁的方法による表決、事業報告書の作成、事業報告書等の提出期限及び閲覧並びに合併の認証の申請の手続に関し必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項を定めるものとする。

（事業報告書等の提出期限）

第六条　（略）




第二条　大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	（事務処理の特例）

第十六条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって大阪市、堺市、岸和田市、池田市、茨木市、富田林市、河内長野市、箕面市、大阪狭山市、豊能町、能勢町、熊取町、岬町、太子町及び河南町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、当該市又は町が処理することとする。

　一―二十七　（略）


	（事務処理の特例）

第十六条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって大阪市、堺市、岸和田市、茨木市、河内長野市、熊取町、岬町及び河南町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、当該市又は町が処理することとする。

　一―二十七　（略）




附　則

　この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条の規定は平成二十三年一月一日から施行する。
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